
 

 

 

  

  

3期１２年間、市議会議員として取り組んだ問題と今後の課題の一部です。 

 総合体育館建設問題  
 

H2403 議会が当初予算の設計費 5,700 万円に対し基本案が先であると 3,700 万円を減額。 

H2406 市は減額された 3,700 万円をそのまま補正予算として計上したが、否決される。 

H2412 二名の議員が建設賛成に回り 3,700 万円が復活。賛否が逆転して現在に至る。 

H2503 当初 18 億円であった建設予算が 24 億 6,300 万円へ。 

H2608 一般競争入札・中止（不成立） 

H2610 さらに 29 億 8,800 万円に膨
ふ く

れ上がり、総事業費は 32 億 3,473 万 4 千円となる。 

H2611 指名競争入札でＴ社が落札。議会は請負契約を賛成9、反対7で可決した。 着工。 

H2702 情報公開請求により、落札率 98 % と判明。 ※落札率：予定価格に対する落札額の割合 

 維持管理費の額が未
いま

だに示されていないことも問題です。３月議会の説明では当

初の上限 8,600 万円に加え新しい事業を行うということから年間約１億円と考えます。 

 本市の借金残高は平成26年度の起債（新たな借金）約31億円を加えると234億円

にもなります。市長は借金について「将来世代も負担させるため」といいますが学校や

子育て施設等と違い稀
まれ

にしか使わない体育館で次世代に大きな負担は疑問です。 

 また、この一帯は踏切と交差点が近いことなどから日常的に渋滞しています。 観光

シーズンの土日やプール利用、国博の特別展などが重なれば大混乱するとの懸念
け ね ん

に

対して、十分な対策、説明がありません。 多くの問題が解決されないまま工事は進ん

でいますが、今後も管理、運用についてしっかりチェックしていきます。 
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《 いままでの経緯 》 

 平成 26 年度一般会計当初予算 （単位：千円） 

① 自主財源 9,510,123 42 % 

② 依存財源 13,146,758 58 % 

計 22,656,881 100 % 

 

依
存
財
源 

自
主
財
源 ① 市税、手数料など自治体が自主的に調達できる財源 

② 地方交付税や支出金など国や県に依存する財源 

《連絡先》 Tel:923-2205 Fax:986-8876 

H22    H23    H24    H25    H26 



 議員発議により条例を提案  

 携帯電話基地局の建設をめぐり、近隣住民は健康被害や景観について十分な説明

がなく不安であること、事業者は建築基準法などに従っていれば特に説明義務はな

いこと、などから市内各所でトラブルが起きました。 相談を受け行政へ対応を求めま

したが、市は「何もしない」といいます。 そこで私が中心になり独自の手続き条例づく

りに取り組み、議員発議で提案し可決しました。 ところが条例の提案そのものに反対

する市長の再議（拒否権）により成立が阻止され、継続審査となりましたが… 結局、市

として対応せざるを得ず、条例の内容を要綱として施行させることができました。 

 小・中学校のエアコン設置  

 平成 23 年の選挙では市長公約に「教室の高温対策として空調設備を導入」とありま

ましたが、同年 6月には「予算面及び節電の必要性から扇風機にする」と方向転換。  

 「なぜ扇風機なのか」と聞くと、市は「扇風機も空調設備」、「エアコンは財政的に難し

い」との説明です。これに対して私は「空調とは普通、エアコンのことをいう」、「選挙前

に試算した上で公約に掲
かか

げたのでは？」など指摘しました。 結局、市は導入計画を

策定し、本年 6月議会において新市長が判断することとなりました。 

 いじめ問題  

 「いじめ」の放置は教育現場や地域社会だけでなく、国の荒廃につながります。 

 本市でも過去に深刻ないじめ事件がありました。 また「いじめ」の定義が明確になっ

たことにより、報告される件数も増えてきており、教育委員会だけでなく全市的な取り

組みが必要です。 私は市長部局にも対策機関を置き、連動する必要があると考えて

提案し、その結果「いじめ問題再調査委員会」が附属機関として設置されました。 

 福祉・介護  

 第二次太宰府市地域福祉計画において策定委員会は「総合保健福祉センターの

設置」、「社会福祉協議会の日曜・祝日の業務対応」等を提言・要望していましたが、

計画には入っていません。 これらは必要なことであり、市に対応を強く求めました。 

 今後とも障がい者福祉の充実、地域包括支援センターの機能強化等を進めるととも

に、太宰府市民を対象とした地域密着型特別養護老人ホームの新設に取組みます。 

 地方自治と政党  

 私は昔（20年以上前）からの自民党員で支部の青壮年部長なども務めてきましたが、近

年体育館問題に関して意見が対立しています。しかし実際のところ地方自治におい

て重要なのは市民目線の議論であり、政党や右左
みぎひだり

ではありません。今後も自由な論

議を活発に行ってまいります。  詳しくはホームページ→ f-icq.com または  


